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ま え が き 

 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に関連して発生した東京電力福島第一原子力発電所

（Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant, FDNPP）の事故により放射性セシウムや放射性ヨウ素、

放射性ストロンチウムなどの放射性物質が流出した。特に、比較的半減期の長いセシウム 134（物

理学的半減期 2.06 年）とセシウム 137（物理学的半減期 30.2 年）は、事故直後にそれぞれ 3-6 PBq
が直接海洋に流出したと考えられ 1)、海洋環境だけでなく 2-6)、そこに生息する海産魚介類にも影

響を与えた 7,8)。 
緊急時モニタリング（または緊急時環境放射線モニタリング、以下、モニタリング検査）は、

原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集や防護措置の判断材料の提供と、住民等と

環境への放射線の影響の評価材料の提供を目的とし 9)、事故直後から環境や食品等を対象として

実施されており、海産魚介類を含む食品については、食品衛生法に基づく基準値（2021 年 12 月現

在、セシウム 134 とセシウム 137 の合算値が 100 Bq/kg）を超過した場合の出荷制限等措置の検討

に用いられるなど公的な検査として位置付けられている。また、モニタリング検査は、事故直後

から定期的に実施していることから、行政的な措置の検討に用いられるだけでなく、漁場環境や

海産魚介類への影響や経時変化の把握のため多くの研究で使用されてきた 8,10-21)。 
2021 年 3 月で FDNPP の事故から 10 年を迎え、漁場環境及び海産魚介類中の放射性セシウム濃

度は、事故直後と比較して大きく低下したことは数多くの研究で明らかとなっているものの 10,22,23)、

事故後 5 年を越える比較的長期的な放射性物質の低下傾向を報告した研究は限られており 21,23-25)、

特に、漁場環境と海産魚介類中の放射性セシウム濃度が長期にわたりどのように低下してきたか

についてはよくわかっていない。ここでは、海面漁業に関連した項目である海水、海底土及び海

産魚介類のモニタリング検査の結果から、福島県沿岸域における漁場環境と海産魚介類中の放射

性セシウム濃度の推移について報告し、既往研究を踏まえつつ結果の解釈や事故後から 10 年経過

して顕在化してきた新たな視点についてまとめるとともに、モニタリング検査と福島県の沿岸漁

業のこれからを考察する。 
 

 
＊福島県水産資源研究所 
＊＊福島県内水面水産試験場 
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材料および方法 

 
はじめに 

 本報告では、福島県が実施するモニタリング検査のうち、海面漁業に関連する海水、海底土、

海産魚介類の結果を用いた。海水と海底土の検査結果は福島県危機管理部放射線監視室のホーム

ページ 26)で月ごとに公表され、海産魚介類の検査結果は、福島県農林水産部環境保全農業課のホ

ームページ 27)等でそれぞれ週ごとに公表されている。本報告では事故直後から 2021 年 9 月末に

かけて公表された検査結果を用いて解析を行った。モニタリング検査の詳細は以下のとおりであ

る。 
モニタリング検査（海水） 

1)検体採取 福島県内の港湾・漁港 13 地点、磯根漁場 12 地点、浅海漁場 20 地点、松川浦（福島

県北部に位置する潟湖）3 地点の合計最大 48 地点（図 1、表 1）において、2011 年 5 月から 2021
年 6 月（2021 年 9 月末公表分まで）にかけて月ごとに、調査船等により採水器を用いて海水を 2 
L 採水した（図 2、表 1）。原則毎月検体を採取したが、浅海漁場の水深 10, 20 m 地点は 2012 年 3
月まで、浅海漁場の水深 7 m 地点の底層水サンプルは 2018 年 3 月まで、磯根漁場は 2013 年 9 月

までのみ実施した（表 1）。2021 年 9 月末現在では港湾・漁港 13 地点、浅海漁場 7 地点で採取を

行っている。なお、48 地点のほか、重要港湾（相馬港 2 号ふ頭及び小名浜港 4 号ふ頭、大剣ふ頭）

でも採取しているが、ここでは海面漁業に直接関連する港湾・漁港及び漁場に関して報告する。 
2)検体処理及び分析 福島県水産海洋研究センター（旧福島県水産試験場）及び福島県水産資源

研究所（旧福島県水産試験場相馬支場）にて沈殿により大きなゴミを取り除き、別の容器に移し

た後、福島県環境創造センター（旧福島県原子力センター）に移送し、同センターのゲルマニウ

ム半導体検出器によって放射性物質を測定した。放射性セシウムの検出下限値は、測定条件等に

より変動するものの約 1 Bq/L となっている 28)。 
モニタリング検査（海底土） 

1)検体採取 浅海漁場 39 地点、松川浦 3 地点の合計 42 地点（図 1、表 1）において、2011 年 5 月

から 2021 年 6 月（2021 年 9 月末公表分まで）にかけて月ごとに、調査船等により採泥器を用い

て表層（1-3 cm 程度）の海底土を採取した（図 2）。海水と同様に原則毎月検体を採取しているが、

海底土の場合、磯部沖の水深 30, 50, 100 m 地点、原町沖の水深 30, 50 m 地点、FDNPP 沖の水深

130 m 地点、久之浜沖の水深 50, 100 m 地点、江名沖の水深 50, 100 m 地点の各地点は年 2 回の採

取とした（表 1）。 
2)検体処理及び分析 福島県水産海洋研究センター及び福島県水産資源研究所の実験室において

吸引ろ過により脱水を行い、プラスティック容器（U-8 容器）へ約 100 g 程度移し、海水と同様に

福島県環境創造センターへ移送し、同センターのゲルマニウム半導体検出器によって放射性物質

を測定した。放射性セシウムの検出下限値は、検体の状態や測定条件等により変動するものの、

約 10 Bq/kg 程度となっている 28)。なお、海底土の検体を別途乾燥させ、乾土率（含水率）を算出

し、乾重量あたりの放射性セシウム濃度として結果を公表している。 
モニタリング検査（海産魚介類） 

1)検体採取 海産魚介類の検体は、調査船や漁船等により福島県沿岸域（図 3）において、2011 年

4 月から 2021 年 9 月（2021 年 9 月末公表分まで）にかけて底びき網やさし網、船びき網、釣り、

かごなど多様な漁法で採取した。 
2)検体の処理及び分析 採取した海産魚介類の検体は、福島県水産海洋研究センター及び福島県

水産資源研究所にて、全長や体長、体重など測定した後、検体の可食部をミンチ状にし、福島県

農業総合センターに移送し、同センターのゲルマニウム半導体検出器により放射性物質の測定を
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実施した 29)（図 4）。通常 1 検体 2,000 秒で測定していることから、放射性セシウムの検出下限値

は約 7-8 Bq/kg 程度（134Cs 平均 8.3 Bq/kg; 137Cs 平均 7.4 Bq/kg）であり、検体ごとに大きく変動す

ることはない。なお、検体採取や分析などは、原子力災害対策本部が策定する「検査計画、出荷

制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」30)に基づき、福島県農林水産部が策定する「農林水産

物を対象とした緊急時環境放射線モニタリング実施方針」31)や「品目別試料採取基準」32)に沿って

実施されている。 
解析 

 海水、海底土、海産魚介類の放射性物質濃度の 10 年間の推移を把握するにあたり、本報告では、

比較的半減期の長いセシウム 134（134Cs）とセシウム 137（137Cs）に着目して解析を行った。ホー

ムページ等では各核種それぞれの値も公表されているものの、食品衛生法に基づく基準値が放射

性セシウム（134Cs と 137Cs）で設定（100 Bq/kg, 2021 年 9 月末現在）されていることから、特にこ

とわりがない限り、海水、海底土、海産魚介類すべてにおいて 134Cs と 137Cs の合計値（以下, rCs）
により解析を行った。なお、どちらか一方が検出下限値未満であった場合は、検出された核種の

みの値を rCs の値として採用した（134Cs は 137Cs より物理学的半減期が短いため、一般に原発事

故から時間が経つにつれて 134Cs が先に検出下限値となる。この場合、検出された 137Cs の値を rCs
として採用した。）。 
 また、本報告では、検体採取位置の比較を行うため、FDNPP を境にした南/北と水深 50 m を境

にした沿岸/沖合の計 4 つの区域（北部沿岸, 北部沖合, 南部沿岸, 南部沖合、以下、NC, NO, SC, 
SO）と松川浦（ML）に分割して、10 年間の rCs 濃度の推移を海水、海底土、海産魚介類につい

て把握した（図 5）。なお、海底土の検体のうち FDNPP 沖 28.9 km 地点を 1F と略し、別に扱った

（表 1）。 
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図 1 海水・海底土採取地点図 (a)日本地図、(b)福島県沖地図、(c)福島県沖南部拡大地図、 

(d)福島県北部拡大地図、(e)福島県南部江名周辺地図、 
(f)松川浦周辺地図（青線は河川を示す） 
海水：☆（★沿岸漁場および松川浦、★港湾・漁港、★磯根漁場）、海底土：〇 
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表 1 海水・海底土モニタリングの検体採取地点 

  

市町村 場所 海水 堆積物 採水水深 [m] 採泥水深 [m] 頻度 初期採取*4 区域 Latitude [deg] Longitude [deg]
港湾・漁港 新地町 釣師浜漁港 〇 2 毎月 〇 NC

相馬市 松川浦漁港 〇 2 毎月 〇 NC
南相馬市 真野川漁港 〇 8 毎月 NC
浪江町 請戸漁港 〇 1.5 毎月 NC
富岡町 富岡漁港 〇 2 毎月 SC
いわき市 久之浜漁港 〇 3 毎月 〇 SC

四倉漁港 〇 3 毎月 〇 SC
豊間漁港（沼之内） 〇 2 毎月 〇 SC
江名港 〇 3 毎月 〇 SC
中之作港 〇 2 毎月 〇 SC
小名浜港 〇 5 毎月 〇 SC
小浜漁港 〇 2 毎月 〇 SC
勿来漁港 〇 2 毎月 〇 SC

磯根漁場*1 新地町 新地町谷地小屋磯根漁場 〇 表層 毎月 NC 37.853 140.947
相馬市 相馬市尾浜磯根漁場 〇 表層 毎月 NC 37.826 140.982
いわき市 久之浜磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 37.146 141.004

四倉磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 37.111 140.999
薄磯磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.996 140.982
豊間磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.993 140.980
江名磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.965 140.960
中之作磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.960 140.952
永崎磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.955 140.946
小名浜下神白磯根漁場 〇 表層 毎月 〇 SC 36.934 140.920
小浜磯根漁場 〇 表層 毎月 SC 36.910 140.836
勿来磯根漁場 〇 表層 毎月 SC 36.861 140.792

浅海漁場 新地町 釣師浜沖 1.5 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 〇 NC 37.883 140.945
釣師浜沖 2 km 〇 〇 表層

*3, 10*3 10 毎月 〇 NC 37.883 140.951
釣師浜沖 6 km 〇 〇 表層

*3, 20*3 20 毎月 〇 NC 37.883 140.998
相馬市 磯部沖 0.8 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 NC 37.800 140.996

磯部沖 1.8 km 〇 〇 表層
*3, 10*3 10 毎月 NC 37.800 141.006

磯部沖 4.5 km 〇 〇 表層
*3, 20*3 20 毎月 NC 37.800 141.036

磯部沖 9 km 〇 30 年2回 NC 37.800 141.142
磯部沖 22.6 km 〇 50 年2回 NO 37.800 141.243
磯部沖 34.8 km 〇 100 年2回 NO 37.800 141.380

南相馬市 鹿島沖 0.6 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 NC 37.717 141.018
鹿島沖 2.6 km 〇 〇 表層

*3, 10*3 10 毎月 NC 37.717 141.023
鹿島沖 3 km 〇 〇 表層

*3, 20*3 20 毎月 NC 37.717 141.044
原町沖 0.7 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 NC 37.613 141.031
原町沖 1.5 km 〇 10 毎月 NC 37.613 141.039
原町沖 2.6 km 〇 20 毎月 NC 37.613 141.053
原町沖 9.3 km 〇 30 年2回 NC 37.617 141.124
原町沖 17.8 km 〇 50 年2回 NO 37.617 141.220

大熊町 FDNPP沖　28.9 km 〇 130 年2回 1F 37.417 141.360
いわき市 久之浜沖 0.5 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 SC 37.183 141.007

久之浜沖 0.9 km 〇 10 毎月 SC 37.183 141.011
久之浜沖 3 km 〇 20 毎月 SC 37.183 141.035
久之浜沖 8.3 km 〇 50 年2回 SO 37.183 141.095
久之浜沖 14.6 km 〇 100 年2回 SO 37.183 141.166
四倉沖 0.5 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 ◎ SC 37.083 140.986
四倉沖 1 km 〇 〇 表層

*3, 10*3 10 毎月 ◎ SC 37.083 140.993
四倉沖 1.7 km 〇 〇 表層

*3, 20*3 20 毎月 ◎ SC 37.083 141.010
四倉沖 3.7 km 〇 30 毎月 SC 37.080 141.022
四倉沖 6.5 km 〇 50 毎月 SO 37.083 141.057
四倉沖 10 km 〇 75 毎月 SO 37.083 141.090
四倉沖 13.6 km 〇 100 毎月 SO 37.083 141.135
四倉沖 20.2 km 〇 125 毎月 SO 37.083 141.191
江名沖 0.5 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 ◎ SC 36.983 140.973
江名沖 1 km 〇 〇 表層

*3, 10*3 10 毎月 ◎ SC 36.983 140.979
江名沖 2.6 km 〇 〇 表層

*3, 20*3 20 毎月 ◎ SC 36.983 140.995
江名沖 4.8 km 〇 50 年2回 SO 36.983 141.024
江名沖 11.8 km 〇 100 年2回 SO 36.983 141.101
勿来沖 0.5 km 〇 〇 表層, 7*2 7 毎月 ◎ SC 36.883 140.800
勿来沖 0.8 km 〇 〇 表層

*3, 10*3 10 毎月 ◎ SC 36.883 140.803
勿来沖 5 km 〇 〇 表層

*3, 20*3 20 毎月 ◎ SC 36.883 140.820
松川浦 相馬市 湾口部 〇 〇 表層 毎月 〇 ML 37.823 140.973

岩子 〇 〇 表層 毎月 〇 ML 37.805 140.969
磯部 〇 〇 表層 毎月 〇 ML 37.780 140.982

*1 2013(H25)年9月まで実施

*2 2018(H30)年3月まで実施

*3 2012(H24)年3月まで実施

*4 事故直後に検体採取を実施した採取地点（○海水のみ、◎海水と海底土）
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図 2 (a)採水の様子、(b)モニタリング検査（海水）のフロー、(b)採泥の様子、 

(d)モニタリング検査（海底土）のフロー 
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図 3 海産魚介類における検体採取地点（〇検体採取地点） 
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図 4 モニタリング検査（魚介類）における(a)検体の受け取り、(b)検体の整理、 
(c)可食部のミンチ処理の様子、(d)フロー 

 
 



- 21 - 
 

 
図 5 福島県沿岸域の区域分け 

 
結 果 

 
海水 

海水のモニタリング検査では、2011 年 5 月から 2021 年 6 月までに合計 3,743 検体が得られた。

rCs 濃度は検出下限値（約 1 Bq/L）から 32.9 Bq/L の間で推移した（図 6）。 
事故直後は 2011 年 5 月 16 日に久之浜磯根漁場から 25.8 Bq/L が検出されるなど 2011 年 5 月か

ら 6 月にかけて 10 Bq/L を超える濃度が検出された。また、事故から約 1 年後の 2012 年 3 月 7 日

に江名沖 0.5 km 地点で採取された表層の海水から 32.9 Bq/L が検出されるなど事故から 1 年程度

は rCs が海水から検出され続けた（図 6）。その後、海水中の rCs 濃度は速やかに低下し、2012 年

3 月 16 日に四倉漁港から採取された検体から 0.78 Bq/L が検出されて以降、3,028 検体すべて検出

下限値未満となった（図 6）。 
モニタリング検査における海水の採取地点はすべて 50 m 以浅であるため、北部沿岸（NC）と

南部沿岸（SC）及び松川浦（ML）に分けて比較したところ、SC が、NC や ML と比較して事故直

後から高い濃度の rCs が検出され、比較的長く検出され続けた（図 6）。 
海底土 

海底土のモニタリング検査では、2011 年 5 月から 2021 年 6 月までに合計 4,185 検体が得られ

た。rCs 濃度は検出下限値未満（およそ 10 Bq/kg-dry）から 9,271 Bq/kg-dry の間で推移した（図 7）。 
事故後 1 年から 2 年にかけては 1,000 Bq/kg-dry を超過していたが、経時的に rCs 濃度は低下し、

事故から 10 年経過するまでに検出下限値未満から 100 Bq/kg-dry 程度の範囲となった（図 7）。 
海底土のモニタリング検査では、水深 50 m 以深でも採取していることから（図 1、表 1）、FDNPP

を境にした南/北と水深 50 m を境にした沿岸/沖合の計 4 つの区域（NC, NO, SC, SO）と、松川浦

（ML）及び FDNPP 沖 28.9 km 地点（1F）で比較すると、事故直後から北部（NC, NO）より南部
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（SC, SO）で rCs 濃度が高く、その傾向は事故から 10 年経過しても続いた（図 7c）。SO では、ほ

かの測点より比較的高く、事故後 10 年では SC よりも高い検体もみられた（図 7c）。ML は、ほか

の区域（NC, NO, SC, SO）より比較的高い値がみられた（図 7）。 
海産魚介類 

2011 年 4 月から 2021 年 9 月までに 240 魚種（246 品目）、合計 69,139 検体が得られた。rCs 濃
度は検出下限値未満（134Cs 平均 8.3 Bq/kg; 137Cs 平均 7.4 Bq/kg）から 14,400 Bq/kg の間で推移し

た（図 8）。 
事故後 1 年から 2 年にかけては、食品衛生法に基づく基準値 100 Bq/kg を超過する検体だけで

なく、その 10 倍の 1,000 Bq/kg を超過するものもみられた。事故から 10 年が経過するまでに rCs
濃度は低下し、検出下限値未満であった検体の月間の割合も 2011 年 4 月の検査では 0%であった

が、徐々に増加し、2015 年 8 月以降では 90%以上、2018 年 6 月以降は 99%以上の検体が検出下限

値未満となり、直近の 2021 年 9 月の検査では 99.5%の検体が検出下限値未満であった（図 9）。 
 海水や海底土とは異なり海産魚介類の検体は、基本的に福島県沿岸漁業の対象となる範囲で、

極沿岸部から最深部では水深 500 m を超える地点まで検体が採取された（図 3）。海産魚介類でも

FDNPP を境にした南/北と水深 50 m を境にした沿岸/沖合の計 4 つの区域（NC, NO, SC, SO）と松

川浦（ML）に分けて解析すると、事故直後から南部の沿岸域 SC でほかの区域より高い rCs 濃度

の検体が得られた（図 8b）。しかし、事故から 9 年経過し、99%以上の検体が検出下限値となる状

況下において、モニタリング検査結果で区域間の明瞭な差は確認されていない（図 8c）。 

 
図 6 福島県沿岸域のモニタリング検査による海水中の放射性セシウム（rCs）濃度の推移。 

2011 年 3 月 11 日から(a)全期間、(b)800 日まで、(c)3,200 日以降。縦軸上の ND は検 
出下限値を示す（以下の図も同じ） 
ML、NC、SC はそれぞれ松川浦、北部沿岸, 南部沿岸で採取された検体を指す 
（図 5） 
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図 7 福島県沿岸域のモニタリング検査による海底土中の放射性セシウム（rCs）濃度の推移。 

2011 年 3 月 11 日から(a)全期間、(b)800 日まで、(c)3,200 日以降。 
ML、NC、NO、1F、SC、SO はそれぞれ松川浦、北部沿岸、北部沖合、FDNPP 沖 
28.9 km 地点、南部沿岸, 南部沖合で採取された検体を指す（図 5） 
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図 8 福島県沿岸域のモニタリング検査による海産魚介類中の放射性セシウム（rCs）濃度の推

移。2011 年 3 月 11 日から(a)全期間、(b)800 日まで、(c)3,200 日以降。 
赤線は食品衛生法に基づく基準値 100 Bq/kg 
ML、NC、NO、SC、SO はそれぞれ松川浦、北部沿岸、 北部沖合、南部沿岸、南部沖合 
で採取された検体を指す（図 5） 
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図 9 福島県沿岸域のモニタリング検査による海産魚介類の(a)月間の検体数と(b)rCs と 

134Cs 濃度の検出下限値未満だった割合 
 

考 察 

 

海水 

2011 年 5 月から実施したモニタリング検査による福島県沿岸域における海水中の rCs* 濃度は

最大 32.9 Bq/L であったものの、事故後 1 年かけて拡散等により速やかに低下し、2012 年 3 月か

ら検出下限値未満となっている（図 6）。福島第一原子力発電所（FDNPP）の事故により発生した

海洋への rCs の流出は、2011 年 4 月の漏洩によるものが最多と考えられており、FDNPP 付近では

10,000 Bq/L を超える 137Cs 濃度が検出された 7)。モニタリング検査は 2011 年 5 月より実施された

が、当初の採取地点は、FDNPP から離れている新地町、相馬市、いわき市の各地点（表 1）であ

り、ある程度希釈された海水を採取したため、FDNPP 近傍の海水より比較的低い値（数十 Bq/L）
であったと考えられる。 

採取位置で比較すると、FDNPP から南側の測点（南部沿岸、SC）で比較的高い rCs 濃度が検出

された。これは流出した rCs が海流の影響により FDNPP から沿岸に沿って南側へ流れ、その後拡

散したためと考えられ、既往研究における表層海水中の 137Cs の分布のシミュレーションでも同様

の結果が得られている 33)。SC で高い傾向は海水だけでなく海底土や海産魚介類でもみられてお

                                                                                                                                                                      
*方法の解析で記したとおり、食品衛生法に基づく基準値は放射性セシウム（134Cs と 137Cs）で設

定（100 Bq/kg, 2021 年 9 月末現在）されていることから、本稿では放射性セシウム濃度を、134Cs
と 137Cs の合計値（以下, rCs）の結果で示した。加えて、134Cs と 137Cs は、セシウム（Cs）の放

射性同位体で、それぞれの半減期は大きく異なることから、考察内における既往研究等の記述は

必要な個所において核種別に明記したが、環境や生体内では 134Cs と 137Cs はおよそ同じ挙動を示

すことから一般化した記述については rCs を用いた。 
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り（図 7, 8）、この現象が福島県沿岸域の事故直後の rCs 濃度の分布の特徴を位置づけたと考えら

れる。 
なお、モニタリング検査においては、2012 年 3 月から検出下限値未満となっているが、低濃度

まで測定した研究によると、SC に区分されるいわき市小名浜の沿岸海水中の 137Cs 濃度は 2015 年

には 0.01 Bq/L 程度まで低下し 22)、137Cs 濃度は事故前の 0.0011-0.0022 Bq/L のレベル 5)に近づいて

いる。 
海底土 

 2011 年 5 月から実施したモニタリング検査による福島県沿岸域の海底土中の rCs濃度は 2011年
5 月 26 日に四倉沖 1.7 km 地点で最大 9,271 Bq/kg-dry が検出されたものの、その後は、海水と同

様に低下傾向を示した（図 7）。海底土中の rCs の低下は海底土中の攪拌と海水への再懸濁、沖合

等への拡散の 3 つのプロセスによるものと考えられ、沖合でより低下傾向は小さいことが、137Cs
の観測・分析によって示されている 23)。 
 一般に、海底土中の rCs 濃度は、事故直後に直接流出した rCs の影響を受けたと考えられる 3,6)。

そのため、事故直後、高濃度の rCs が海流により南部に移送された影響により、海底土中の rCs 濃
度も FDNPP より南部で高い傾向がみられたと考えられる。また、海底土中の 137Cs 濃度は海底土

の粒度が細かいほど濃度が高い傾向も報告されている 6)。福島県沿岸域の底質は FDNPP の北部よ

り南部で粒度が細かく、シルト含有率も高い 34)ことから、本研究で事故直後から FDNPP より南

部で rCs 濃度が高い傾向を示しているのは、粒度など底質の影響もあったと考えられる 6,35)。これ

らの影響によって、南部では、事故から 10 年経過しても検出下限値未満となる検体がみられず、

およそ 10 Bq/kg-dry 以上の比較的高い濃度が維持されているものとみられる。 
 海底土中の rCs 濃度の推移の特徴として、松川浦（ML）の rCs 濃度が沿岸域よりも高い傾向で

あった（図 7）。松川浦は福島県沿岸北部に位置する湾口部の幅がわずか 100 m 程度の半閉鎖性の

潟湖であり、湾奥部には宇多川、日下石川、梅川など複数の河川が流入している（図 1c）。2012 年

から 2013 年にわたる調査では、湾口部よりも湾奥部の方で 137Cs 濃度が高く 36)、NaI(Tl)シンチレ

ーションスペクトロメーターによる調査においても湾奥部で 137Cs 濃度が高いことが観測されて

いる 37)。その要因の一つとして、湾奥部はシルト含有率が 20%を超える 38)ため、rCs の濃度が高

いと考えられる。また、湾奥部は湾口部に比べて外海との交換が起こりにくいことも要因の一つ

と考えられる。しかしながら、松川浦に流入する河川の影響や潮汐等による海水の影響について

は不明であり、今後の調査研究が待たれる。 
海産魚介類 

海産魚介類の rCs 濃度は、2011 年 4 月 18 日にいわき市久之浜沖で採取されたコウナゴから

14,400 Bq/kg が検出されたのをはじめ、2 年程度は 1,000 Bq/kg を超える検体が確認されたものの、

経時的に低下し、2015 年 8 月以降には 90%以上の検体で検出下限値未満となった。また、食品衛

生法に基づく基準値 100 Bq/g を超過する検体は、2015 年 4 月以降、2021 年 4 月に基準値を超過

したクロソイが採取されるまで確認されなかった（図 8）。 
海産魚介類の rCs 濃度が低下する要因は、主に、①rCs の物理学的減少、②海産魚介類の代謝に

よる排出、③個体の成長（増重による希釈）、④底生食物網から受ける影響の減少、⑤回遊による

分散、⑥海産魚介類の世代交代による個体群の入れ替わりの 6 つのプロセスが考えられる 39)。①

は 134Cs と 137Cs の崩壊による低下である。特に、134Cs と 137Cs の半減期はそれぞれ 2.06 年と 30.2
年であり、134Cs は 137Cs に比べて速やかに減少する。実際、海産魚介類中の 134Cs の検出下限値未

満の月間の割合は rCs の割合と比較して高かった（図 9b）。②と③は主に個体に着目したプロセス

である。海洋環境は魚体に比べ浸透圧が高く、魚体内へのカリウムなどのイオンの流入と魚体外

へ水分の流出が受動的に生じてしまうため、海産魚は水分の摂取とイオンの排出を能動的に行う
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ことで環境に順応している。一般的にセシウムは魚体内でカリウムと同じ挙動を示すことが知ら

れており、イオンを能動的に排出する際にセシウムも魚体外へ排出される 40)。また、継続的に新

たな rCs の取り込みがないと仮定した場合、成長に伴う個体の体重の増加により体重当たりの rCs
（rCs 濃度）は低下する。一部の魚種では、体長と rCs 濃度 41)や体重と 137Cs の濃縮係数 42)に正の

相関がみられている。これは、小型魚（若齢魚）は、大型魚（高齢魚）よりはやく増重するため、

小型魚で rCs 濃度が低下しやすいことが要因の一つと考えられている 41)。④-⑥は主に海産魚介類

の生態や生活史に関連するプロセスである。一般に、海産魚介類の rCs の蓄積過程は上記のよう

な海水からの流入の他、餌生物からの取り込みによっても起こる。カレイ類などの底魚類は、サ

ケなどの浮魚類に比べて rCs 濃度が高く、rCs 濃度の低下も遅い 8)。これは、カレイ類の餌となる

ゴカイなどの底生生物を交えた底生食物網を介した rCsの蓄積が要因の一つと考えられている 43)。

その一方で、こうした底生生物の 137Cs 濃度も事故直後から低下傾向を示し 44)、底生食物網を介し

た蓄積の影響は時間とともに減少した。回遊による海産魚介類の rCs の低下傾向の特徴は、事故

直後 FDNPP から流出された rCs の影響を受けた個体の回遊による分散と、逆に影響を受けていな

い個体の来遊によりみかけ上の rCs 濃度が低下することが挙げられる。例えば、事故直後にみら

れた検出下限値未満の検体はこれが一つの要因と考えられる（図 8）。また、事故後生まれの個体

は事故前生まれの個体に比べて rCs濃度が低いことも報告されている 45)。回遊でも世代交代でも、

基本的には事故直後、環境に流出した高濃度の rCs の影響を直接受けていない個体が増えること

により福島県沿岸の海産魚介類の rCs 濃度はみかけ上低下していく。全体として、これら①-⑥そ

れぞれの複合的なプロセスにより海産魚介類の rCs 濃度が低下したものと考えられる。 
海産魚介類の検体の採取位置に着目すると、南部沿岸を中心に rCs 濃度が 1,000 Bq/kg を超過す

る検体が 2 年程度確認された（図 8）ことから、海産魚介類は、海底土と同様、事故直後に南側沿

岸に広がった高濃度の rCs を含む海水の影響を受けたと考えられる。既往研究では、特に FDNPP
の南部近傍で、高い rCs 濃度が検出されていることが報告されている 8,10,11)。対して、沖合では南

部沿岸で採取された検体より rCs 濃度が低い傾向がみられ（図 8）、高濃度の海水の影響を受けな

かったものとみられる。実際に、沖合（NO・SO）で採取された検体のうち、沖合を主な生息域と

する魚種（アオメエソやサメガレイ、キアンコウなど）は 137Cs の影響は小さく、沿岸も利用する

魚種（ヒラメやアイナメ、マコガレイなど）は比較的高い濃度を示していた報告もある 46)。松川

浦（ML）では、rCs 濃度が 100 Bq/kg を超過する検体は確認されておらず 47)、他の沿岸域に比べ

て高い rCs 濃度の検体が少なかった（図 8）。松川浦は前述の通り半閉鎖的な潟湖であり、漁業の

対象はヒトエグサ（アオノリ）やアサリに限られている。海藻類や二枚貝を含む軟体類の rCs 濃

度はカレイ類などの底魚類に比べて速やかに低下しており 8)、松川浦における海産魚介類への影

響は限定的であったと考えられる。 
事故後 10 年経過して顕在化してきた新たな視点 

 事故から 10 年経過し、これまでみてきたように事故直後から rCs 濃度は低下傾向がみられてい

るが、長期的なモニタリング検査により新たな視点が顕在化してきた。 
図 7 に示すように、海底土中の rCs 濃度は事故直後 2 年間（図 7b）と事故後 9 年以降（図 7c）

の推移をみると低下の鈍化が確認できる。事故前の福島県沿岸域の rCs 濃度が数 Bq/kg-dry 程度で

あることを考えると 24)、事故前よりも高い水準で rCs 濃度が維持されている。この要因として、

近年の大規模降雨と関連した河川を介した陸域から海底土への 137Cs の供給の影響が考えられる
48)。この影響は、海底土だけでなく海水においてもみられ、河川を介した陸域由来と考えられる

懸濁態 137Cs が海水中で溶脱することにより海水中の溶存態 137Cs 濃度が増加することも報告され

ている 49)。河川を介した陸域の影響などは、漁場環境中の rCs 濃度が大きく低下したからこそ新

たに確認されてきた現象である。 
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海産魚介類の rCs 濃度も同様であり、モニタリング検査では 2018 年 6 月から 99%以上が検出下

限値未満となっているが、検出下限値未満の濃度の rCs を測定した既往研究によれば、2016 年の

底魚類（アイナメ、ババガレイ、ヒラメ、マガレイ、マコガレイ、ヤナギムシガレイ、シロメバ

ル）で 137Cs 濃度が平均 1.00-2.46 Bq/kg 程度の値が検出されており 39)、事故前の 137Cs 濃度 0.1 
Bq/kg 程度の水準と比べても高い状況となっている。また、福島県が行った試験研究においても、

2018 年に採集された底魚類（アイナメ、ババガレイ、ヒラメ、マコガレイ、ヤナギムシガレイ、

シロメバル、マダラ）の 137Cs 濃度は平均 0.71 Bq/kg 程度の水準であり 50)、事故前の水準に近づい

てきたものの高い水準となっている。一般に、均質的な環境において、海産魚介類中の 137Cs 濃度

は海水中の 137Cs 濃度の 100 倍程度（濃縮係数 51)）とされているが、事故後は濃縮係数が 100 を超

える状況が続いている 25)。これは陸域からの影響など環境中における時空間的な rCs 濃度の変動

による rCs の不均質性と、各魚種で海水や餌から受ける rCs の影響が異なること 25)が要因の一つ

として考えられる。 
 また、別の視点として異常値を持つ検体の存在があげられる。例えば、99%以上の検体が検出下

限値未満である一方で、2021 年 4 月 1 日に鹿島沖で採取されたクロソイから 270 Bq/kg という高

い rCs 濃度が検出された（図 8、図 10）。前述のとおり、一般的に、海産魚介類の 137Cs 濃度は海

水中の 137Cs の 100 倍程度になると考えられており、海水のモニタリング検査で 1 Bq/L を超える

状況ではない中で（図 6）、このような 100 Bq/kg を超える検体が得られたことは現在の漁場環境

中では考えにくい。一方、FDNPP 港湾内では、2021 年においても 100 Bq/kg を超える魚介類がこ

れまで採取されており 52)、その影響が危惧されている 10,53)。モニタリング検査では、2021 年 4 月

1 日から 2021 年 9 月 15 日までの間にクロソイ 261 検体について検査を実施しているが、rCs 濃度

は 3 検体で 13, 16, 7.7 Bq/kg が検出された以外すべて検出下限値未満であり、この間に 100 Bq/kg
を超過する検体はなかった（図 10）。検出された 3 検体については、これまで述べてきたような陸

域からの影響など rCs の環境中での不均質性などが要因と考えられる。また、クロソイは他の海

産魚介類に比べて高い濃縮係数を示す 25)ほか、主に沿岸域の藻場や岩礁域等を生息場所とし、固

着性（Site fidelity）を持つことから 54)、沿岸域における rCs の不均質な環境下の影響を受けやすい

と魚種と考えられる。なお、2022 年 1 月 26 日のスクリーニング検査（後述）において、クロソイ

から rCs 濃度 1,400 Bq/kg が検出された。モニタリング検査では、2013 年 4 月 30 日にアイナメで

rCs 濃度 1,700 Bq/kg が検出されて以降、1,000 Bq/kg を超える検体は確認されていない（図 8）。出

荷制限の指示†など漁業の操業に影響を及ぼすことから、蓄積メカニズムなど異常値を示す原因の

究明が急がれる。 
モニタリング検査と福島県の漁業 

 福島県の沿岸漁業は、事故直後から本格的な操業の自粛を余儀なくされ、2012 年 6 月からはモ

ニタリング検査により安全が確認された魚種から小規模な操業と試験的に販売を実施する試験的

な操業（いわゆる試験操業）に限られてきた 55)。モニタリング検査の対象魚種は、福島県農林水

産部が策定する「農林水産物を対象とした緊急時環境放射線モニタリング実施方針」により「本

県で生産・採取される農林水産物のうち、出荷・販売に供されるもの等を対象とする」31)とされ、

モニタリング検査は、主要な漁業対象魚種だけでなく、事故前から漁獲量が少なかった魚種も含

め、出荷・販売されるすべての魚種を対象に実施してきた（図 11）。モニタリング検査により安全

が確認された魚種が増えたことにあわせて操業対象魚種も増えてきており 56)、2021 年 4 月の段階

で 200 種を超える魚種が対象となっている。さらに、本稿でも示したように、モニタリング検査

により比較的沖合域で採取された魚介類の rCs 濃度が低かったことから、操業海域も水深 150 m

                                                                                                                                                                      
† 2022 年 2 月 8 日に国からクロソイの 3 回目の出荷制限が指示された。 
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以深から段階的に沿岸に向けて拡大し 56,57)、2021 年 12 月末現在で FDNPP から半径 10 km 圏外で

の操業が実施されている。 
モニタリング検査で、食品衛生法に基づく基準値を超過した rCs が検出され、地域的な広がり

が認められる場合は、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力災害対策本部から出荷制限が指

示される。モニタリング検査の結果は、福島県が水産物の出荷制限指示の解除を原子力災害対策

本部へ申請する際の根拠として用いており、出荷制限指示解除を検討するための情報となってい

る 58)。通算 44 種に対して出荷制限が指示され、モニタリング検査により安定的に基準値を下回っ

たと確認された魚種から順々に出荷制限指示が解除される。また、このような体制に加えて、福

島県漁業協同組合連合会は、独自に出荷方針 59)を定めており、出荷対象の基準を 50 Bq/kg と食品

衛生法に基づく基準値より厳しい自主基準で運用し、モニタリング検査やスクリーニング検査で

50 Bq/kg を超過した場合は独自に出荷自粛の措置をとる体制をとっている。スクリーニング検査

は、流通業者や消費者の安心性を確保するために、出荷方針に基づき福島県漁業協同組合連合会

と各漁協が産地市場等において販売日毎に行っている検査である 55, 59)。出荷方針など安全性の担

保や出荷に関する意思決定は、国、県、漁業関係団体、仲買業者代表、大学や研究機関の専門家、

大手量販店など各分野の専門家を委員とした組織で実施され 55-57)、関係会議における議論に、モ

ニタリング検査結果が活用されている。このように、モニタリング検査は福島県で漁獲される海

産魚介類の安全性を担保する基盤として利用されている。 
 福島県の沿岸漁業では、モニタリング検査の結果に基づいて、海産魚介類の安全性を確認しな

がら対象魚種や漁法、漁場を徐々に拡大し操業が行われてきた。しかしながら、事故から 10 年経

過しても水揚量が事故前と比べて 2 割程度しか回復していない（図 12）。その要因は、試験的な操

業が対象魚種や漁法、漁場に制限のある枠組みであったこと 60)や、漁場環境中や海産魚介類の rCs
濃度が低下してきた中で FDNPP 港湾内の影響が懸念されてきたこと 56)のほか、本格的な操業を

自粛している間に仲買業者や周辺地域の加工業者の減少し、他県産に代替されてしまったなど流

通構造が変化したこと 61)によるものなどが考えられる 56)。 
また、風評の問題も無視できない。アンケート調査によると福島県産を積極的に避けている人

の割合は年々減少しているものの 2019 年においても福島県民で 9.3%、福島県民以外で 15.3%と

いう結果も得られており 62)、漁業復興に向けてはこれら大きな課題が残っている。福島県の沿岸

漁業は、2021 年 4 月から試験的な操業を終え、課題解決を進め段階的に水揚量・流通量の拡大を

目指すフェーズに入った 63)。ALPS 処理水の問題の影響も懸念される中で、今後モニタリング検

査に関する検査体制や結果等の情報発信はますます重要になるものと考えられ、課題解決の基盤

となる継続的なモニタリング検査の実施が福島県の漁業復興に結びつくものと期待される。 
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図 10 福島県沿岸域のモニタリング検査によるクロソイの放射性セシウム（rCs）濃度の推移。

2011 年 3 月 11 日から(a)全期間、(b)800 日まで、(c)3,200 日以降。 
赤線は食品衛生法に基づく基準値 100 Bq/kg 

 

 

図 11 海産魚介類におけるモニタリング検査の累積品目数 
（サケなど 1 魚種で筋肉や卵巣など別品目として検査している場合や、

マアナゴとノレソレ（アナゴの仔魚）も同一魚種で別品目としている

場合があるためここでは品目数を示す） 
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図 12 福島県沿岸漁業の年間水揚数量 
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要 約 

 
1. 福島県が実施した海水・海底土・海産魚介類のセシウム-134（134Cs）およびセシウム-137（137Cs）

のモニタリング検査結果をまとめた。 
2. 海水・海底土・海産魚介類について、2021 年 9 月末公表分までに、それぞれ 3,743 検体、4,185

検体、69,139 検体分のデータが蓄積され、それぞれ解析を行った。 
3. 海水中の 134Cs 濃度と 137Cs 濃度の合算した放射性セシウム濃度（rCs 濃度）は、事故直後に最

大 32.9 Bq/L となったものの、速やかに低下し、2012 年 3 月以降すべて検出下限値未満（約 1 
Bq/L 未満）となった。 

4. 海底土中の rCs 濃度は事故直後に 9,271 Bq/kg-dry となったものの、海水同様低下傾向を示し、

検出下限値未満（約 10 Bq/kg 未満）から 100 Bq/kg-dry 程度まで低下した。 
5. 海産魚介類の rCs 濃度は事故直後に最大で 14,400 Bq/kg が確認されたものの、2018 年 6 月以

降は 99%以上が検出下限値未満（134Cs 平均 8.3 Bq/kg; 137Cs 平均 7.4 Bq/kg）の水準まで低下

した。 
6. 海水や海底土の rCs 濃度の低下は rCs の拡散や攪拌によるものと考えられ、海産魚介類の rCs

濃度は、環境中の rCs 濃度の低下と rCs の排出、成長、回遊や世代交代などによる生理・生態
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学的な特性により低下したものと考えられる。 
7. 10 年間におよぶモニタリング検査により、海底土中の rCs 濃度の低下の鈍化やごくまれにみ

られる海産魚介類の異常値を持つ検体の存在が、環境中の rCs 濃度が十分に低下してきたこと

によって顕在化してきた。 
8. モニタリング検査は、事故後本格的な操業を自粛している福島県沿岸漁業の操業拡大の検討

など福島県で漁獲される海産魚介類の安全性を担保する基盤として利用されてきた。 
9. 事故から 10 年経過したものの、風評、ALPS 処理水など様々な問題が福島県の水産業を取り

巻いており、モニタリング検査に関する検査体制や検査結果等の情報発信が課題解決の基盤

となると考えられる。 
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